
（3） 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の検討 －地形調査－

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の地形の特徴や断層の傾斜方向を検討するため，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，眉丈山第２断層は眉丈山南東斜面と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる北西側隆起の断層である。
○空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である。
○眉丈山第２断層は，丘陵地と平野の境界に位置し，北西側に直線的な尾根線をもつ眉丈山地を伴う。一方，能登島半の浦断層帯は，能登島の丘陵地内に分布し，ま

た，南部の七尾湾においては，断層に沿った明瞭な線状の地形は認められない。以上より，両断層は，地形的には，丘陵地－平野境界を形成する断層と丘陵地内の
断層という差異がある。

○眉丈山第２断層の北東部の羽坂では，中位段丘Ⅰ面に変位，変形が認められない（補足資料3.2-19（6）P.3.2-19-10）。

赤色立体地図
（航空レーザ計測データ及び日本水路協会海底地形デジタルデータ※により作成）

リニアメント・変動地形（眉丈山第２断層）

リニアメント・変動地形（能登島半の浦断層帯）

3.2-19-4

羽坂

能登島

七尾湾

志賀原子力発電所

0 5㎞

0 5㎞

志賀原子力発電所

能登島半の浦
断層帯

能登島半の浦
断層帯

位置図

凡例（リニアメント・変動地形）

※M7011 佐渡，M7012 若狭湾を使用



（4） 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の検討 －地質調査－

5km

志賀原子力
発電所

敷地周辺陸域の地質分布図

（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）

凡 例

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の地質分布の特徴を検討するため，地質調査を行った。
○眉丈山第２断層の上盤では，先第三紀の花崗岩・片麻岩が断層に沿うように地表に露出し，その上位には中新世の黒瀬谷階の滝礫岩層が分布する。しかし，北東方に向かい，花崗岩・片麻岩

や滝礫岩層の分布は途絶え，より上位の東別所階の赤浦砂岩層や更新世の高階層が分布する。
○能登島半の浦断層帯では，別所岳安山岩類が分布するが，それより下位の花崗岩・片麻岩は地表に露出しない。
○以上より，両断層では，断層沿いの先第三系の花崗岩・片麻岩の分布状況が異なる。

眉丈山第２断層

能登島半の浦断層帯

花崗岩・片麻岩が
地表に露出しない

3.2-19-5



志賀原子力
発電所

0 5 10㎞

（4） 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の検討 －地質調査（断層面の傾斜方向）－

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の傾斜方向を確認するため，地質調査を行った。
○眉丈山第２断層の中央付近でのボーリング調査結果によれば，先第三系の花崗岩を新第三系に衝上させる北西傾斜（約60°）の断層が確認される。
○能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニアメントと関連する構造の可能性がある。

花崗岩

新第三系

眉丈山第２断層のボーリング調査結果

断層傾斜角
約60度

更新世の
堆積物

腐植土

←E W→

・断層の走向傾斜はN18°W50°SW
・写真左手の灰色還元脱色帯の上に段丘礫，赤褐色粘土があるが，
ハンマー上方の位置で切られている。
・変位量は西上がり約80㎝
・断層は幅5㎝の破砕部を有する。

断層
位置

位置図

断層露頭
（右写真位置）

ボーリング調査位置
（中央図）

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

能登島半の浦断層帯の断層露頭写真（1979～1980年撮影）
（半の浦西リニアメント東方）

3.2-19-6

能登島半の浦
断層帯



（5） 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の検討 －重力異常分布－

ブーゲー異常図 水平一次微分図

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

能登島半の浦
断層帯

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○眉丈山第２断層については，ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，地形から想定される隆起側（北西側）に高重力異常域が分布し，断層

に沿って直線的に連続する重力異常急変部が認められる。
○能登島半の浦断層帯は，対応する重力異常急変部は認められないものの，大局的には，地形から想定される隆起側（西側）と反対側に高重力

域が分布する。
○両断層の隆起側において，高重力異常域が連続する状況は認められず，重力異常急変部が連続する状況も認められない。

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院
(2006) ， The Gravity Research Group in
Southwest Japan (2001) ， Yamamoto et al.
(2011) ， Hiramatsu et al. (2019) ，澤 田ほか
（2021），海域は産業技術総合研究所地質調
査総合センター(2013)，石田ほか（2018），を用
いて，金沢大学・当社が作成した。

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調
査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び
遮断波長4kmのローパスフィルター処理を行っ
ている。

・なお，フィルター処理ついては，富来川南岸断
層の地下構造について議論しているHiramatsu
et al.（2019）を参考にした。

位置図

右図拡大範囲

高重力異常域が眉丈山
第２断層の隆起側（北西

側）に分布する。

断層に沿って直線的
に連続する重力異常
急変部が認められる。

能登島半の浦断層帯

高重力異常域が能登島
半の浦断層帯の隆起側
（西側）とは反対側に分

布する。
両断層の隆起側にお
いて，高重力異常域
が連続する状況は認

められない。

重力異常急変部が

連続する状況は認められない

能登島半の浦断層帯

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断層
と評価したもの）

3.2-19-7

●：測定点



（6） 眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の連動の検討 －変位量分布－

○眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯が後期更新世以降に一連の構造として活動した傾向があるか確認するため，断層の変位量分布について検討した。
○眉丈山第２断層について，中央部付近（下図Ⓐ）では基盤岩の断層沿いの変位が認められるが，北東部（下図Ⓑ，Ⓒ）においては中新世の赤浦砂岩層や更新世の高

階層及び中位段丘Ⅰ面に変位が認められない（次頁，次々頁）。

○能登島半の浦断層帯について，北部（陸域）（下図Ⓓ）では更新世の高位段丘面について断層沿いの変位が認められるが，陸域の南端（下図Ⓔ）やさらに南方の七尾
湾調査海域（下図Ⓕ）において，後期更新世以降の変位，変形が認められない箇所が多く，さらに南方の陸域（下図Ⓖ）において，新第三系や第四系に明瞭な断層や
撓曲は認められない（補足資料3.2-19（6）P.3.2-19-11，12）。

○さらに，眉丈山第２断層と能登島半の浦断層帯の間（下図Ⓗ）において，リニアメント・変動地形に対応する断層は認められない（補足資料3.2-19（6）P.3.2-19-13）。
○以上より，眉丈山第２断層は中央部付近（下図Ⓐ），能登島半の浦断層帯では北部（陸域）（下図Ⓓ）において変位量が大きく，両断層が近接する区間（下図Ⓑ，Ⓒ，

Ⓔ，Ⓕ，Ⓖ）では，後期更新世以降の変位，変形が認められない箇所が多いことから，両断層が少なくとも後期更新世以降に一連で活動した傾向は認められない。

【眉丈山第２断層】

【Ⓑ地形，地質調査】

中位段丘Ⅰ面に変位・変形は
認められず，また高階層（中期
更新世）は水平であり，断層露
頭も認められない。

【Ⓔ地形調査】
高位段丘Ⅰ面及び中位段丘
Ⅰ面には高度差が認められ
ない。

【Ⓒトレンチ・ボーリング調査】
リニアメント・変動地形に対応する断層
が認められない。

【Ⓒ反射法地震探査（徳田北方測線）】
赤浦砂岩層に相当するパターンが続
いており，明瞭な断層や撓曲は認めら
れない。

羽坂

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

七尾湾調査海域

位置図

【Ⓓ地形調査】
高位段丘Ⅲ面の落差10m程
度の変位が推定される。

（B層：中・後期更新世）

下町

【Ⓐ反射法地震探査（眉丈測線）】
基盤岩の上面に相当する反射
面には，落差400m以上の変位
が推定される。

【Ⓖ反射法地震探査（万行測線）】
新第三系及び第四系に相当する反射パ
ターンは連続しており，明瞭な断層や撓
曲は認められない。

赤字：後期更新世以降の変位，変形が
否定できない地点

緑字：後期更新世以降の変位，変形が
否定できない箇所と認められない
箇所が混在する地点

青字：後期更新世以降の変位，変形が
認められない地点

【Ⓕ海上音波探査】
いずれもD層内に伏在し，B層（中・後期
更新世）以上に変位，変形が認められな
い箇所が多く，後期更新世以降の活動
の痕跡が明瞭でない。

3.2-19-8

【Ⓗボーリング調査】
リニアメント・変動地形に
対応する断層が認められ
ない。



【眉丈山第２断層（1/2）】

【眉丈山第２断層】

【Ⓑ地形，地質調査】（次頁）

【Ⓒトレンチ・ボーリング調査】（右下図）
【Ⓒ反射法地震探査（徳田北方測線）】（左下図）

羽坂

位置図

下町

【Ⓒトレンチ，ボーリング調査結果】 →  N

S ← →  N

【Ⓐ反射法地震探査（眉丈測線）】（左図）

S ←

【Ⓒ反射法地震探査結果（徳田北方測線）】

○眉丈山第２断層について，中央部付近のⒶ反射法地震探査（眉丈測線）では基盤岩の断層沿いの変位が認められるが，北東部のⒷ地形，地質調査（次頁），Ⓒトレンチ，ボーリング調査，反射
法地震探査（徳田北方測線）においては，中新世の赤浦砂岩層や更新世の高階層及び中位段丘Ⅰ面に変位が認められない。

・中央部付近の反射法地震探査（眉丈測線）において，基盤岩の上面に
相当する反射面には，落差400m以上の変位が推定される。

・反射法地震探査（徳田北方測線）において，平野側に緩やかに傾斜す
る赤浦砂岩層に相当する反射パターンが続いており，明瞭な断層や撓
曲は認められない。

・下町におけるトレンチ・ボーリング調査では眉丈山第２断層に対応する断
層は認められず，また高階層の上部層と下部層の境界及び下位の赤浦
砂岩層との境界が平野下までほぼ水平に分布する。

【Ⓐ反射法地震探査結果（眉丈測線）】
断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

（B層：中・後期更新世）

七尾湾調査海域

凡 例

落差約400mの
変位あり

3.2-19-9



【眉丈山第２断層（2/2）】

【眉丈山第２断層】

【Ⓑ地形，地質調査】（下図）

【Ⓒトレンチ・ボーリング調査】
【Ⓒ反射法地震探査（徳田北方測線）】

羽坂

位置図

下町

【Ⓐ反射法地震探査（眉丈測線）】

Ａ－Ａ’断面図（航空レーザ計測による）

中位段丘Ⅰ面及び高階層露頭分布図

羽坂
一青深沢

←N S→

中位段丘Ⅰ面及び高階層露頭分布図

リニアメント・変動地形

【Ⓑ地形，地質調査】

・羽坂付近における中位段丘Ⅰ面には
変位・変形は認められず，また高階層
（中期更新世）は水平であり，断層露
頭も認められない。

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

（B層：中・後期更新世）

七尾湾調査海域

凡 例

3.2-19-10



【能登島半の浦断層帯（1/2） 】

半の浦東リニアメント半の浦西リニアメント
←W E→

【Ⓓ 地形調査（B-B’断面）】

Ａ

D2

D2

B

←W E→

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

1870 18721868

B

D1

Ａ

1870 18721868

D2

D1

N-7N-6

音波探査記録（L-14測線）

断層（破線は推定）

・この図面は海上保安
庁水路部（現，海上
保安庁海洋情報部）
の海上音波探査の
記録を北陸電力が
独自に解析・作成し
たものである

・この図面は海上
保安庁水路部
（現，海上保安
庁海洋情報部）
の海上音波探
査の記録を北陸
電力が独自に
解析・作成した
ものである

○能登島半の浦断層帯について，北部（陸域）のⒹ地形調査（B-B’断面）では更新世の高位段丘面について断層沿いの変位が認められるが，陸域の南端のⒺ地形調査（C-C’ ，D-D’断面）では
高位段丘Ⅰ面及び中位段丘Ⅰ面に高度差が認められない。その南方の七尾湾調査海域におけるⒻ海上音探査では，更新世のB層以上に変位，変形が認められない箇所が多く，後期更新世
以降の活動の痕跡が明瞭でなく，また，さらに南方のⒼ反射法地震探査（万行測線）（次頁）において，新第三系や第四系に断層による変位，変形は認められない。

【眉丈山第２断層】

位置図

・半の浦西リニアメント沿いでは，高位段丘Ⅲ面の落
差10m程度の変位が推定される。

【Ⓖ反射法地震探査（万行測線）】

半の浦西リニアメント延長部
←NW SE→

半の浦西リニアメント延長部
←NW SE→

【Ⓔ 地形調査（C-C’ ，D-D’断面）】

・半の浦西リニアメントの南方延長に分布する高位段丘Ⅰ面及び中位段
丘Ⅰ面には，その延長位置を挟んで高度差が認められない。

・七尾湾調査海域の断層については，いずれもD層内に伏在し，B層（中・後期
更新世）以上に変位，変形が認められない箇所が多く，後期更新世以降の
活動の痕跡が明瞭ではない。

【Ⓕ海上音波探査】 断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

（B層：中・後期更新世）

七尾湾調査海域

凡 例

【Ⓓ地形調査】（右下図）

【Ⓕ海上音波探査】（左図）

【Ⓔ地形調査】（右下図）

D2

D1

D2

B←W E→

N-8

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

1280 12751282

1280 12751282

Ａ

ＡＡ
B

D1

D2

N-10

音波探査記録（L-10測線）

3.2-19-11

落差約10mの変位あり



【能登島半の浦断層帯（2/2） 】

【眉丈山第２断層】

位置図

【Ⓖ反射法地震探査（万行測線）】（下図）

反射法地震探査断面図及び解釈図（万行測線）

能登島半の浦断層帯
断層延長推定位置

能登島半の浦断層帯
断層延長推定位置

・新第三系及び第四系に相当する反射パターンは連続しており，
明瞭な断層や撓曲は認められない。

【Ⓖ反射法地震探査（万行測線）】

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

（B層：中・後期更新世）

七尾湾調査海域

凡 例

【Ⓓ地形調査】

【Ⓕ海上音波探査】

【Ⓔ地形調査】

W

W

E

E

反射法地震探査断面図

解釈図

高階層上面
新第三紀層

3.2-19-12



3.2-19-13

【眉丈山第２断層～能登島半の浦断層帯（1/2）】

【眉丈山第２断層】

位置図

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

断層端点

（B層：中・後期更新世）

七尾湾調査海域

凡 例

100m

ボーリング位置図

【Ⓗボーリング調査】
リニアメント・変動地形に
対応する断層が認められ
ない。

地形断面図（H:V=1:2）（航空レーザ計測データにより作成）

NNOYH-01孔

・リニアメント・変動地形が判読される位置において，
破砕部は認められない。

リニアメント・変動地形
（Dランク）

NNOYH-01孔
（掘進角度60°，L=51m）

リニアメント・変動地形延長部



3.2-19-14

【眉丈山第２断層～能登島半の浦断層帯（2/2）】

NNOYH-01孔 コア写真（深度0～5１m）

NNOYH-01孔（孔口標高15.64ｍ，掘進長51ｍ，傾斜60°）

・破砕部は認められない。

0.00～0.90m 埋土
0.90～3.15m 沖積層
3.15～6.40m 高階層
6.40～51.00m 赤浦砂岩層



補足資料３．２－２０

眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の
連動の検討データ

3.2-20-1



（1） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討結果

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査

①地震調査委員会（2005a）は，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯を別の起震断層として設定している（補足資料3.2-20（2）P.3.2-20-3）。

反射法地震
探査

断層面の傾斜方向
②下川ほか（2002）によれば，眉丈山第２断層は北西傾斜の逆断層と推定される（補足資料3.2-20（5）P.3.2-20-6）。
③下川ほか（2002），水野ほか（2003）によれば，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜（傾斜角約30°）の逆断層と推定される（補足資料3.2-20（5）P.3.2-20-6）。

地形調査

④空中写真判読の結果，眉丈山第２断層は眉丈山南東斜面と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる北西側隆起の断層である（補足資料3.2-20（3）
P.3.2-20-4）。
⑤空中写真判読の結果，邑知潟南縁断層帯は宝達丘陵と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる南東側隆起の断層である（補足資料3.2-20（3）P.3.2-
20-4）。
⑥眉丈山第２断層の北西側の山地と，邑知潟南縁断層帯の南東側の丘陵は，邑知潟平野により隔たれている（補足資料3.2-20（3）P.3.2-20-4）。

地質調査
隆起帯の連続性

⑦眉丈山第２断層の北西方及び邑知潟南縁断層帯の南東方に，中新世の高畠礫岩層，滝礫岩層・石動山礫岩層及び先第三紀の花崗岩・片麻岩が分布するが，
両者の間には沖積層が分布し，隔たれている（補足資料3.2-20（4）P.3.2-20-5）。

断層面の傾斜方向 ⑧ボーリング調査の結果，眉丈山第２断層に相当する北西傾斜（傾斜角約60°）の逆断層が認められる（補足資料3.2-20（4）P.3.2-20-5）。

地球物理
学的調査

反射法地震
探査

断層間の地質構造
の連続性

⑨下川ほか（2002）が眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯を横断する測線で実施した反射法地震探査記録を確認した結果，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯
の間に断層等を示唆するような変位・変形は認められない（補足資料3.2-20（5）P.3.2-20-6）。

重力異常分布
⑩ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，高重力異常域は眉丈山第２断層では北西側（隆起側），邑知潟南縁断層帯のうち北部の石動山断層・古府断層では

南東側（隆起側）に分布しており，いずれも隆起側に対して直線的に連続する重力異常急変部が認められる。また，両断層間において，低重力異常域が分布し，
重力異常急変部は連続せず，両断層の間には連続する構造は認められない（補足資料3.2-20（6）P.3.2-20-7）。

断層の活動履歴 最新活動時期

⑪眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の最新活動時期を比較した結果，両断層は最新活動時期が異なる（補足資料3.2-20（7）P.3.2-20-8）。
・ボーリング調査の結果，眉丈山第２断層を不整合に覆う更新世の堆積物には断層運動による影響が見られず，更新世の堆積物の最上部層はAT（2.8～3万年
前）を含むことから，眉丈山第２断層の最新活動は少なくとも2.8万年前以前である。

・地震調査委員会（2005a）は，邑知潟南縁断層帯の最新活動時期を約3千2百年前以後，9世紀以前と推定している。

総合評価

・眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の同時活動を考慮した文献はない（①）。
・眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が離れていく関係にある（②，③，⑧）。
・眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は，上盤側の隆起が反対側に分布する（④，⑤，⑥，⑦）。
・両断層間の反射法地震探査記録に変位・変形は認められず，両断層は連続しない（⑨）。
・重力異常分布からは，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑩）。
・眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は最新活動時期が異なる（⑪）。

［評価結果］
・以上のことから，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は同時活動しないと判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

3.2-20-2

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレースが並走することから，3.1節の「当社
の連動評価の検討方法」に基づき，地下深部の断層形状・位置関係の検討を行った。検討結果は以下の通り。

青字：連動しない可能性を示唆するデータ＜同時活動の可能性の検討＞

○連動の検討の結果，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯を別々の断層として設定することとする。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ

ル
の
設
定

方
法

＜地下深部の断層形状・位置関係の検討＞

【眉丈山第２断層】
・ボーリング調査の結果，眉丈山第２断層は北西傾斜（傾斜角約60°）の逆断層と推定される（補足資料3.2-20（4）P.3.2-20-5）。

【邑知潟南縁断層帯】
・下川ほか（2002），水野ほか（2003）によれば，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜（傾斜角約30°）の逆断層と推定される（補足資料3.2-20（5）P.3.2-20-6）。

⇒眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は並走して分布し，眉丈山第２断層は北西傾斜，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜で，断層面の傾斜方向が異なり，地下で収斂する位置関係にない。

評 価
・地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は並走して分布し，地下で収斂する位置関係にないことから，主断層－主断層の関係にあると判断され
る。
・したがって，両断層がともに震源断層として活動すると判断されることから，同時活動の可能性の検討を行った。



○眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2005a）は，「眉丈山断層帯は，地表では邑知潟断層帯と5km以内に近接して並走するが，ずれの向きが逆であることから，地下深部では断層面が
離れていくと判断されるため，別の断層帯をなすと判断した」としており，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯を別の起震断層として設定している。

（2） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －文献調査（地震調査委員会，2005a）－

邑知潟断層帯の評価において考慮した断層（地震調査委員会（2005a）に一部加筆）

志賀原子力
発電所
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○眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の周辺の地形を確認するため，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，眉丈山第２断層は眉丈山南東斜面と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる北西側隆起の断層である。
○空中写真判読の結果，邑知潟南縁断層帯は宝達丘陵と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる南東側隆起の断層である。
○眉丈山第２断層の北西側の山地と，邑知潟南縁断層帯の南東側の丘陵は，邑知潟平野により隔たれている。

（3） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －地形調査－

赤色立体地図※

※：「国土地理院タイル：赤色立体地図」背景データとして使用し，一部加筆
「赤色立体地図ⓒアジア航測株式会社」

眉丈山第２断層は眉丈山南東
斜面と邑知潟平野の境界に急
崖等が連続して認められる北
西側隆起の断層である。

邑知潟南縁断層帯は宝達丘
陵と邑知潟平野の境界に急
崖等が連続して認められる
南東側隆起の断層である。

リニアメント・変動地形（眉丈山第２断層）

リニアメント・変動地形（邑知潟南縁断層帯）

志賀原子力
発電所

3.2-20-4



○眉丈山第２断層の断層面の傾斜方向を確認するため，地質調査を行った。
○眉丈山第２断層の北西方及び邑知潟南縁断層帯の南東方に，中新世の高畠礫岩層，滝礫岩層・石動山礫岩層及び先第三紀の花崗岩・片麻岩が分布するが，両者
の間には沖積層が分布し，隔たれている。

○ボーリング調査の結果，花崗岩と新第三系を境する高角（約60°）で北西傾斜の逆断層が確認され，この断層が眉丈山第２断層に相当すると判断した。

（4） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －地質調査（隆起帯の連続性・断層面の傾斜方向）－

花崗岩

新第三系

断層傾斜角
約60度

更新世の
堆積物
腐植土

テフラの年代
（町田・新井，2011）

AT：2.8万～3万年前

敷地周辺陸域の地質分布図
（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）

ボーリング調査結果

志賀原子力
発電所

眉丈山第２断層

邑知潟南縁断層帯

5km

30km

右ボーリング
調査位置

凡 例
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解釈図（下川ほか（2002）に一部加筆）
・図中の数字は速度解析により
求められたP波速度（m/sec）
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反射法地震探査測線（ＣＭＰ番号）位置図
（下川ほか（2002）に一部加筆）

・国土地理院発行1：25,000地形図「柴垣」及び「羽咋」を使用

1

800

993

（5） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討
－文献調査（反射法地震探査：断層面の傾斜方向），反射法地震探査（断層間の地質構造の連続性）（下川ほか，2002；水野ほか，2003）－

位置図

眉丈山
第２断層

邑知潟南縁断層帯
下図範囲

○眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の断層面の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献調査を実施した。
○下川ほか（2002），水野ほか（2003）によれば，眉丈山第２断層は北西傾斜の逆断層，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜（傾斜角約30°）の逆断層であると推定され，地
下深部で断層面が離れていく関係にある（下図）。

○また，下川ほか（2002）のA測線の反射法地震探査記録を確認した結果，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の間に断層等を示唆するような変位・変形は認められ
ない（下図）。

P波反射法地震探査（Ａ測線）結果（深度断面，鉛直誇張：2倍）（下川ほか（2002）に一部加筆）
location(m)

眉丈山第２断層にあたる
と推定される逆断層状の
反射波構造

邑知潟南縁断層帯に対応す
る位置から南東側へ傾斜する
低角逆断層状の反射波構造
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●：測定点
仮定密度：2,300kg/m3

コンター間隔：1mGal

高重力異常域が石動山
断層・古府断層の隆起
側（南東側）に分布する。

○眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○眉丈山第２断層については，ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，地形から想定される隆起側（北西側）に高重力異常域が分布し，隆起側に対して直線的に連
続する重力異常急変部が認められる。

○邑知潟南縁断層帯のうち北部の石動山断層・古府断層については，ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，地形から想定される隆起側（南東側）に高重力異常
域が分布し，隆起側に対して直線的に連続する重力異常急変部が認められる。

○また，両断層間において，低重力異常域が分布し，重力異常急変部が連続する状況は認められない。
○以上より，両断層の間には連動が想定されるような連続する構造は認められない。

（6） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －重力異常分布－

ブーゲー異常図 水平一次微分図

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか（2021），
海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。

・なお，ブーゲー異常図は，平面トレンド成分の除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター処理を行っており，それを基に水平一次微分図を作成した。

断層位置

推定区間

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

両断層間において，
低重力異常域が分

布する。

3.2-20-7

内高松付近の断層

坪山-八野断層

内高松付近の断層

坪山-八野断層

高重力異常域が眉丈
山第２断層の隆起側
（北西側）に分布する。



○眉丈山第２断層のボーリング調査において，眉丈山第２断層を不整合に覆う更新世の堆積物には断層運動による影響が見られず，更新世の堆積物の最上部層は
AT（2.8～3万年前）を含むことから，眉丈山第２断層の最新活動は少なくとも2.8万年前以前である。

○邑知潟南縁断層帯について，地震調査委員会（2005a）は邑知潟南縁断層帯を含む邑知潟断層帯の最新活動時期を約3千2百年前以後，9世紀以前と推定している。
○以上より，眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯は最新活動時期が異なる。

（7） 眉丈山第２断層と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －最新活動時期－

花崗岩

新第三系

断層傾斜角
約60度

更新世の
堆積物

腐植土

邑知潟断層帯の活動の時空間分布図
（地震調査委員会（2005a）に一部加筆

テフラの年代
（町田・新井，2011）

AT：2.8万～3万年前

眉丈山第２断層ボーリング調査結果

眉丈山第２断層ボーリング調査
位置図

眉丈山
第２断層

邑知潟南縁断層帯

右ボーリング
調査位置

【眉丈山第２断層】 【邑知潟南縁断層帯】

3.2-20-8



補足資料３．２－２１

能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の
連動の検討データ

3.2-21-1



（1） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討結果 ー概要ー

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査

①能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の同時活動を考慮した文献はない（補足資料3.2-21（2）P.3.2-21-3）。

反射法地
震探査

断層面の傾斜方向 ②水野ほか（2003）によれば，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜（傾斜角約30°）の逆断層であると推定される（補足資料3.2-21（2）P.3.2-21-4）。

地質調査 断層面の傾斜方向
③太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されている（補足資料3.2-21
（2）P.3.2-21-4）。

地形調査

④邑知潟南縁断層帯は，標高500m程度に及ぶ宝達丘陵と標高50m以下の邑知潟平野の境界に位置するが，能登島半の浦断層帯は能登島
の主に標高100m以下の丘陵地内に分布し，両断層は，地形的には，丘陵地－平野境界を形成する断層と丘陵内の断層という差異がある
（補足資料3.2-21（3）P.3.2-21-5）。

⑤空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である（補足資料3.2-21（3）
P.3.2-21-5）。

⑥空中写真判読の結果，邑知潟南縁断層帯は宝達丘陵と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる南東側隆起の断層である（補足
資料3.2-21（3）P.3.2-21-5）。

地質調査 断層面の傾斜方向
⑦能登島半の浦断層帯について，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニアメントと関連する
構造の可能性がある（補足資料3.2-21（4）P.3.2-21-6）。

地球物理学
的調査

反射法地
震探査

断層間の地質構造
の連続性

⑧能登島半の浦断層帯の南方及び邑知潟南縁断層帯の北東方における反射法地震探査（万行測線）の結果，能登島半の浦断層帯及び邑
知潟南縁断層帯に対応する断層は認められない（補足資料3.2-21（5）P.3.2-21-7）。

海上音波
探査

断層間の地質構造
の連続性

⑨能登島半の浦断層帯の南部を構成する七尾湾調査海域の断層は，いずれもＤ層内に伏在し，B層（中・後期更新世）以上に変位，変形が認
められない箇所が多く，後期更新世以降の活動の痕跡が明瞭でない（補足資料3.2-21（6）P.3.2-21-8）。

重力異常分布

⑩能登島半の浦断層帯は，対応する重力異常急変部は認められないものの，大局的には，地形から想定される隆起側（西側）と反対側に高
重力域が分布する。邑知潟南縁断層帯のうち北部の石動山断層・古府断層については，ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，地形
から想定される隆起側（南東側）に高重力異常域が分布し，隆起側に対して直線的に連続する重力異常急変部が認められる。両断層の隆
起側において，高重力異常域が連続する状況は認められず，重力異常急変部が連続する状況も認められない（補足資料3.2-21（7）P.3.2-
21-9）。

総合評価

・能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の同時活動を考慮した文献はない（①）。
・能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり、地下深部で断層面が離れていく関係にある（②，③，⑦）。
・両断層帯は，地形的には，丘陵地－平野境界を形成する断層と丘陵内の断層という差異がある（④）。
・両断層帯の上盤の隆起が反対側に分布する（⑤，⑥）。
・両断層間の近接部の反射法地震探査，海上音波探査記録に明瞭な変位，変形は認められず，両断層は連続しない（⑧，⑨）。
・重力異常分布からは，能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動が想定されるような連続する構造は認められない（⑩）。

［評価結果］
・以上のことから，能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯は同時活動しないと判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

3.2-21-2

青字：連動しない可能性を示唆するデータ

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレース
が並走しないことから，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

○連動の検討の結果，能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯を別々の断層として設
定することとする。



○能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2005a）は，邑知潟断層帯を長期評価の対象として示しているが，能登島半の浦断層帯は長期評価の対象としておらず，能登
島半の浦断層帯と邑知潟断層帯を1つの起震断層として設定していない。

○また，その他の文献でも，能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の同時活動は考慮されていない。

（2） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －文献調査（地震調査委員会，2005a）－

能登島半の浦断層帯と邑知潟断層帯の位置関係概略図
（地震調査委員会（2005a）に能登島半の浦断層帯及び発電所位置を加筆）

能登島半の浦断層帯

志賀原子力
発電所

3.2-21-3



0 5㎞

（2） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討
－文献調査（（反射法地震探査：断層面の傾斜方向，水野ほか（2003）），（地質調査：断層面の傾斜方向，太田ほか（1976）））－

○邑知潟南縁断層帯の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献調査を実施した。
○水野ほか（2003）によれば，邑知潟南縁断層帯は南東傾斜（傾斜角約30°）の逆断層であると推定される。
○太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されている。

能登島半の浦
断層帯

位置図

邑知潟南縁断層帯の反射法地震探査結果
（水野ほか（2003）に一部加筆）

右下図調査位置

1500 250

le
vel(m

)

CMP NUMBER

le
vel(m

)

location(m)

100

-500

1200 0

-40

0

山地側→

←NW SE→

志賀原子力発電所

断層露頭
（太田ほか，1976）

半の浦東断層
（太田ほか，1976）

3.2-21-4

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間



（3） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －地形調査－

リニアメント・変動地形
（邑知潟南縁断層帯）

リニアメント・変動地形
（能登島半の浦断層帯）

○能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の地形の特徴について検討するため，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である。
○空中写真判読の結果，邑知潟南縁断層帯は宝達丘陵と邑知潟平野の境界に急崖等が連続して認められる南東側隆起の断層である。
○邑知潟南縁断層帯は，標高500m程度に及ぶ宝達丘陵と標高50m以下の邑知潟平野の境界に位置するが，能登島半の浦断層帯は能登島の主に標高100m以下の丘陵地内に分布し，両断層は，
地形的には，丘陵地－平野境界を形成する断層と丘陵内の断層という差異がある。

能登島

七尾湾

赤色立体地図
（航空レーザ計測データ計測データ及び日本水路協会（2011，2016）により作成）

志賀原子力発電所

0 5㎞

3.2-21-5

志賀原子力発電所

0 5㎞

リニアメント・変動地形分布図

能登島半の浦
断層帯

石動山
（標高564m）

［凡 例］



断層露頭
（右下写真位置）

（4） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －地質調査（断層面の傾斜方向）－

←E W→

断層
位置

能登島半の浦断層帯の断層露頭写真（1979～1980年撮影）
（半の浦西リニアメント東方）

（N18°W50°SW）

○能登島半の浦断層帯の傾斜方向を確認するため，地質調査を行った。
○能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニアメントと関連する構造の可能性がある。

凡 例

敷地周辺陸域の地質分布図

志賀原子力
発電所

3.2-21-6

邑知潟南縁断層帯

能登島半の浦断層帯

半の浦西リニアメント



0 5㎞

能登島半の浦
断層帯

志賀原子力発電所

（5） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －反射法地震探査（断層間の地質構造の連続性）－

○能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の地質構造の連続性を検討するため，反射法地震探査記録を確認した。
○能登島半の浦断層帯の南方及び邑知潟南縁断層帯の北東方における反射法地震探査（万行測線）の結果，能登島半の浦断層帯及び邑知潟南縁断層帯に対応する
断層は認められない。

位置図

七尾湾

反射法地震探査断面図（万行測線）

解釈図

邑知潟南縁断層帯
延長推定範囲

邑知潟南縁断層帯
断層延長推定範囲

能登島半の浦断層帯
延長推定位置

能登島半の浦断層帯
延長推定位置

反射法地震探査測線
（万行測線）

3.2-21-7

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間



0 5㎞

能登島半の浦
断層帯

志賀原子力発電所

（6） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －海上音波探査（断層間の地質構造の連続性）－

○能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の地質構造の連続性を検討するため，海上音波探査記録を確認した。
○能登島半の浦断層帯の南部を構成する七尾湾調査海域の断層は，いずれもＤ層内に伏在し，B層（中・後期更新世）以上に変位，変形が認められない箇所が多く，後
期更新世以降の活動の痕跡が明瞭でない。

位置図

七尾湾

Ａ

D2

D2

B

←W E→

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

1870 18721868

B

D1

Ａ

1870 18721868

D2

D1

N-7N-6

音波探査記録（L-14測線）

D1

D2

B

←W E→

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ

Ａ

D1

1299 1300 1304

B

D2

D2

1299 1300 1304

B

Ａ

N-10N-11

音波探査記録（L-9.5測線）

断層（破線は推定）

・この図面は海上保安
庁水路部（現，海上保
安庁海洋情報部）の
海上音波探査の記録
を北陸電力が独自に
解析・作成したもので
ある

・この図面は海上保安
庁水路部（現，海上
保安庁海洋情報部）
の海上音波探査の
記録を北陸電力が
独自に解析・作成し
たものである

3.2-21-8

L-9.5測線

L-14測線

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）

推定区間



○能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○能登島半の浦断層帯は，対応する重力異常急変部は認められないものの，大局的には，地形から想定される隆起側（西側）と反対側に高重力域が分布する。
○邑知潟南縁断層帯のうち北部の石動山断層・古府断層については，ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，地形から想定される隆起側（南東側）に高重力異常
域が分布し，隆起側に対して直線的に連続する重力異常急変部が認められる。

○両断層の隆起側において，高重力異常域が連続する状況は認められず，重力異常急変部が連続する状況も認められない。

（7） 能登島半の浦断層帯と邑知潟南縁断層帯の連動の検討 －重力異常分布－

ブーゲー異常図

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，
The Gravity Research Group in Southwest Japan
(2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al.
(2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研
究所地質調査総合センター (2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。

水平一次微分図

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

位置図

右図拡大範囲

能登島半の浦断層帯
能登島半の浦断層帯

高重力異常域が能
登島半の浦断層帯
の隆起側（西側）とは
反対側に分布する。両断層の隆起側にお

いて，高重力異常域
が連続する状況は認

められない。

重力異常急変部が

連続する状況は認められない

3.2-21-9
●：測定点

高重力異常域が石
動山断層・古府断層
の隆起側（南東側）
に分布する。

内高松付近の断層

坪山-八野断層

内高松付近の断層

坪山-八野断層

断層位置

推定区間

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の
除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。



余白



補足資料３．２－２２

能登島半の浦断層帯と能都断層帯の
連動の検討データ

3.2-22-1



（1） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討結果 ー概要ー

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査

①能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動を考慮した文献はない（P.250及び第1193回審査会合資料 P.183，200，
215）。

地質調査 断層面の傾斜方向
②太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されている
（補足資料3.2-22（2）P. 3.2-22-3）。

地形調査

③空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である（補足
資料3.2-22（3）P.3.2-22-4）。

④空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である（補足資料3.2-22（3）
P.3.2-22-4）。

⑤能登島半の浦断層帯の北端では，高位段丘Ⅰ面に変位，変形は認められず，能都断層帯の南西端付近では，断層延長に
おいて中位段丘Ⅰ面に高度差が認められない（補足資料3.2-22（3）P.3.2-22-5）。

地質調査 断層面の傾斜方向

⑥能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニ
アメントと関連する構造の可能性がある（補足資料3.2-22（4）P.3.2-22-6）。

⑦能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される（補足資料3.2-22（4）P.3.2-22-6）。

地球物理学的
調査

海上音波
探査

断層間の地質構造
の連続性

⑧能登島半の浦断層帯と能都断層帯の間の海上音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線（L-27～L-22測線）から
は，連続性のある断層等は認められず，両断層帯は連続しない（補足資料3.2-22（5）P.3.2-22-7～9）。

重力異常分布
⑨能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められる。また，能登島半の浦断層帯に沿って，大局
的に東側の重力異常値が高い傾向が認められるが，等重力線は断層と斜交しており，断層と重力異常との対応は認められ
ない。以上より，両断層帯の連動の可能性については明確に判断できない（補足資料3.2-22（6）P.3.2-22-10）。

総合評価

・能登島半の浦断層帯と能都断層帯の同時活動を考慮した文献はない（①）。
・能登島半の浦断層帯と能都断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり、地下深部で断層面が離れていく関係にある（②，⑥，
⑦）。
・両断層の上盤の隆起が反対側に分布する（③，④）。
・両断層帯では，地形的な連続性は認められない（⑤）。
・両断層帯間の音波探査記録に変位，変形は認められず，両断層帯は連続しない（⑧）。

［評価結果］
・以上のことから，能登島半の浦断層帯と能都断層帯は同時活動しないと判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

3.2-22-2

青字：連動しない可能性を示唆するデータ

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した能登島半の浦断層帯と能都断層帯については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレースが並走し
ないことから，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

○連動の検討の結果，能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，能登島半の浦断層帯と能都断層帯を別々の断層として設定することとす
る。



（2） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討結果 －文献調査（地質調査：断層面の傾斜方向，太田ほか（1976））－

○能登島半の浦断層帯の傾斜方向を確認するため，文献調査を実施した。
○太田ほか（1976）によれば，半の浦東断層の断層崖基部に，南北走向で西に60°傾斜する断層の露頭が記載されている。

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

位置図

能登島半の浦断層帯

0 2km

断層露頭
（太田ほか，1976）

半の浦東断層
（太田ほか，1976）

3.2-22-3



0 2km

（3） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討 －地形調査－

○能登島半の浦断層帯と能都断層帯について，地形調査を行った。
○空中写真判読の結果，能登島半の浦断層帯の陸域部は主に丘陵地内に崖等が認められる西側隆起の断層帯である。
○空中写真判読の結果，能都断層帯は丘陵地内に急崖等が認められる南東側隆起の断層帯である。

リニアメント・変動地形（能都断層帯）

リニアメント・変動地形（能登島半の浦断層帯）

能登島半の浦
断層帯

位置図

3.2-22-4

［凡 例］

能登島半の浦
断層帯

赤色立体地図
（航空レーザ計測データ及び日本水路協会海底地形デジタルデータ※により作成）

※M7011 佐渡，M7012 若狭湾を使用



赤色立体地図（航空レーザ計測データにより作成）

半の浦西リニアメント延長部 E→←W

段丘面標高投影断面図

赤色立体地図（航空レーザ計測データにより作成）

鹿波南リニアメント

○能登島半の浦断層帯の北端では，高位段丘Ⅰ面に変位，変形は認められず，能都断層帯の南西端付近では，断層延長において中位段丘Ⅰ面に高度差が認められ
ない。

（3） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討 －地形調査－

能登島半の浦
断層帯

位置図

0 2km

右上図範囲

右下図範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断層と
評価したもの）

0 １㎞

X X’

3.2-22-5



○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の傾斜方向を確認するため，地質調査を行った。
○能登島半の浦断層帯能登島半の浦断層帯については，半の浦西リニアメント東方では西傾斜で西上がりの断層露頭が確認され，半の浦西リニアメントと関連する構造の可能性がある。
○能都断層帯については，露頭で44°で南東傾斜する断層が確認される。

（4） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討 －地質調査（断層面の傾斜方向）－

凡 例

敷地周辺陸域の地質分布図
（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）

能都断層帯

能登島半の浦断層帯

能都断層帯 断層露頭スケッチ（詳細はP.257）

←E W→

断層
位置

能登島半の浦断層帯の断層露頭写真（1979～1980年撮影）
（半の浦西リニアメント東方）

（N18°W50°SW）

断層露頭
（太田ほか，1976）

断層露頭
（右下写真位置）

断層露頭
（右上図位置）

東印内互層

3.2-22-6



右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

L-27測線

L-26測線

能登島半の浦
断層帯

（5） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討 －海上音波探査（断層間の地質構造の連続性）－

○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の間の地質構造の連続性を確認するため，両断層帯周辺の間の海上音波探査記録（スパーカー）を確認した。
○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線（L-27～L-22測線）からは，連続性のある断層等は認められず，両断層帯は連続しない（本頁～次々頁）。

D2

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

ＡＡ

D1

D2

B

40 3515

1610 302520

Ａ

D2

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

D1

B
Ａ

←W E→

←W E→

【L-27測線，L-26測線】

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-27測線（海上保安庁スパーカー）

L-26測線（海上保安庁スパーカー）
接続点 接続点 接続点

接続点

3.2-22-7



○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線において，連続性のある断層等は認められない。

【L-25測線，L-24測線】

右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

40 43

B
Ａ

D1

3530

D1

28

B

Ａ

Ａ

D2

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ

B

45505558 44

←W E→

←W E→

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-25測線（海上保安庁スパーカー）

L-24測線（海上保安庁スパーカー）

L-25測線

L-24測線

接続点

接続点

能登島半の浦
断層帯

3.2-22-8



○音波探査記録を確認した結果，両断層帯間の測線において，連続性のある断層等は認められない。

【L-23測線，L-22測線】

右図記録範囲

推定区間

断層位置
（細線は副次的な断
層と評価したもの）

D1

B

0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ
B

656059 68

Ａ

E→←W

D1

B
0m

100m

200m

150m

50m

約500m

Ａ
B

7075 69

Ａ

←W E→

・この図面は，海上保安庁水路部（現，海洋情報部）の海上音波探
査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

L-22測線（海上保安庁スパーカー）

L-23測線（海上保安庁スパーカー）

L-23測線

L-22測線

能登島半の浦
断層帯

3.2-22-9



○能登島半の浦断層帯と能都断層帯の深部構造を比較するため，能登島半の浦断層帯と能都断層帯周辺の重力異常を比較した。
○重力探査結果より作成したブーゲー異常図から，能都断層帯に沿って，大局的に北西側の重力異常値が高い傾向が認められる。また，能登島
半の浦断層帯に沿って，大局的に東側の重力異常値が高い傾向が認められるが，等重力線は断層と斜交しており，断層と重力異常との対応は
認められない。

○以上より，両断層帯の連動の可能性については明確に判断できない。

（6） 能登島半の浦断層帯と能都断層帯の連動の検討 －重力異常分布－

ブーゲー異常図

位置図

右図拡大範囲

水平一次微分図

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

能登島半の浦
断層帯

能登島半の浦
断層帯

3.2-22-10
・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の
除去及び遮断波長3kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，
The Gravity Research Group in Southwest Japan
(2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al.
(2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研
究所地質調査総合センター (2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成した。

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

●：測定点



補足資料３．２－２３

森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の
連動の検討データ

連動の検討結果

3.2-23-1



（1） 森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討結果

3.2-23-2

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査
①文科省ほか（2023）は，森本断層の北端を最も長く図示している。また，松多ほか（2016）は，富樫断層の南端を最も長く図示している
⇒当社は，上記の端部から，森本・富樫断層帯の断層長さを約30㎞と評価している（P.291）。

②地震調査委員会（2008）は，砺波平野断層帯（西部）の断層長さを26kmとしている（第1193回審査会合 資料2-1 P.353）。

断層の活動履歴 平均変位速度

③地震調査委員会（2013）によれば，森本・富樫断層帯の平均変位速度は概ね1m/千年（上下成分）である（補足資料3.2-23（3）P.3.2-
23-5）。
④地震調査委員会（2008）によれば，砺波平野断層帯（西部）の平均変位速度は0.3-0.4m/千年程度以上（上下成分）である（補足資料
3.2-23（3）P.3.2-23-5）。

総合評価

・森本・富樫断層帯の長さは約30km，砺波平野断層帯（西部）の長さは約26kmであり，断層長さはほぼ同程度である（①，②）。
・文献調査の結果に基づく平均変位速度を比較した結果，森本・富樫断層帯は砺波平野断層帯（西部）よりも平均変位速度が大きいとも
考えられるが，砺波平野断層帯（西部）の平均変位速度はさらに大きい可能性もあるため，明確に判断できない（③，④）。

［評価結果］
・検討の結果，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）のいずれが主断層であるかは明確に判断できないことから，断層モデルにつ
いては，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレース
が並走することから，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，地下深部の断層形状・位置関係の検討を行った。検討結果は以下の通り。

【森本・富樫断層帯】
・地震調査委員会（2013）によれば，森本・富樫断層帯は東傾斜（傾斜角約40～60°）の逆断層と推定される（補足資料3.2-23（2）P.3.2-23-3）。

【砺波平野断層帯（西部）】
・地震調査委員会（2008）によれば，砺波平野断層帯（西部）は北西傾斜（約45～50°）の逆断層である（補足資料3.2-23（2）P.3.2-23-3）。

⇒森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）は並走して分布し，森本・富樫断層帯は東傾斜，砺波平野断層帯（西部）は北西傾斜で，断層面の傾斜方向が異なり，地下（EL-6km付近）で
収斂する位置関係にある（補足資料3.2-23（3）P.3.2-23-6）。

＜地下深部の断層形状・位置関係の検討＞

＜いずれが主断層であるかの検討＞

○地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）は主断層－副断層の関係にあると判断したことから，いずれが主
断層であるかの検討を行った。検討結果は以下の通り。

評 価
・地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）は並走して分布し，地下で収斂する位置関係にあることから，主
断層－副断層の関係にあると判断される。
・したがって，いずれか一方の断層は地下深部に連続せず，一方の断層のみが震源断層として活動すると判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の
設
定

・なお，地震調査委員会（2008，2013）は，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯西部を別の起震断層として設定しているものの，今後，
森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯西部の活動の関連について検討する必要があるとしている。 （補足資料3.2-23（2）P.3.2-23-4）。



（2） 森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －地下深部の断層形状・位置関係の検討－

反射法弾性波探査断面（地震調査委員会，2013）

反射法探査断面（富山県，1999）

○森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）について地表での位置・形状を確認した結果，断層トレースが並走する関係にあることから，地下深部の断層形状・位置
関係の検討を行った。

○文献調査の結果，森本・富樫断層帯は東傾斜（約40～60°）の逆断層，砺波平野断層帯（西部）は北西傾斜（約45～50°）の逆断層であり，両断層は地下（EL-6km
付近）で収斂する関係にある。

・地震調査委員会（2013）は，産業技術総合研究所（2008a）が実施した反射法弾性波探査結
果などから，森本・富樫断層帯は東傾斜（約40～60°）の逆断層と推定している。
・地震調査委員会（2008）は，富山県（1999）が実施した浅層反射法探査結果などから，砺波平
野断層帯西部は北西傾斜（約45～50°）の逆断層と推定している。

反射断面図（表層地質及び撓曲帯も併記）
（産業技術総合研究所（2008a）を地震調査委員会

（2013）が編集）

反射断面解釈図
（産業技術総合研究所，2008a）

3.2-23-3

地震調査委員会(2008b，2013)トレース

都市圏活断層図(松多ほか，2016；堤ほか，2003，2010；
東郷ほか，1998；後藤ほか，2015）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文科省ほか（2023）トレース

反射法弾性波探査測線
（産業技術総合研究所，2008a）

反射法探査測線
（富山県，1999）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(松多ほか，2016;堤ほか，2002，2003，2010;東郷ほか，1998; 

後藤ほか，2015，2020; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

砺波平野断層帯（西部）

森本・富樫断層帯
【地震調査委員会(2008，2013)】



○森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2008，2013）は，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯西部を別の起震断層として設定しているものの，今後，森本・富樫断層
帯と砺波平野断層帯西部の活動の関連について検討する必要があるとしている。

（2） 森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の連動の検討 －文献調査（地震調査委員会，2008，2013）－

森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯西部の位置関係概略図
（地震調査委員会（2013）に一部加筆）

志賀原子力
発電所

3.2-23-4



（3）森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の断層モデルの設定方法 －いずれが主断層であるかの検討－

○地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）は主断層－副断層の関係にあると判断したことから，
いずれが主断層であるかの検討を行った。

○文献調査の結果に基づく平均変位速度を比較した結果，森本・富樫断層帯は砺波平野断層帯（西部）よりも平均変位速度が大きいとも考えられ
るが，砺波平野断層帯（西部）の平均変位速度はさらに大きい可能性もあるため，明確に判断できない。

3.2-23-5

○地震調査委員会（2013）は，東郷ほか（1998）及び池田ほか編（2002）が断層帯中央部付近で実施した地形調査結果等を踏まえ，森本・富樫断層
帯の平均上下変位速度を概ね1m/千年であった可能性があるとしている。

○地震調査委員会（2008）は，富山県（2000）が南砺市法林寺で実施した極浅層反射法探査の結果等を踏まえ，砺波平野断層帯西部の平均上下
変位速度を0.3-0.4m/千年程度以上と推定している。

【平均変位速度（地震調査委員会，2008，2013）】

地震調査委員会(2008b，2013)トレース

都市圏活断層図(松多ほか，2016；堤ほか，2003，2010；
東郷ほか，1998；後藤ほか，2015）トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文科省ほか（2023）トレース

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(松多ほか，2016;堤ほか，2002，2003，2010;東郷ほか，1998; 

後藤ほか，2015，2020; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

砺波平野断層帯（西部）

森本・富樫断層帯

・東郷ほか（1998）及び池田ほか編
（2002）は，断層帯中央部を構成す
る野町撓曲（野町断層）による低位
段丘面Ⅰ（泉野面）の上下変位量を
20m以上と見積もり，また同面の形
成時期を約2万年前と推定し，上下
方向の平均変位速度が1m/千年を
上回っているとした（地震調査委員
会，2013）。

・富山県（2000）は，南砺市法林寺での
極浅層反射の結果から法林寺断層の
上下変位量と年代値を求めている。こ
れによると，約3万3千年前に形成され
た地層で12m，約3万年前に形成され
た地層で9-10m，姶良Tn火山灰（約2
万8千年前）で8.5-9.5mの上下変位を
それぞれ示している。したがって，平
均上下変位速度は，それぞれ0.36m/
千年，0.30-0.33m/千年及び0.3-
0.34m/千年と求められる。ただし，本
地域では断層は幅100-200mの撓曲
帯を形成しているとされていることから，
断層全体の平均上下変位速度は上記
の数値以上になると考えられる（地震
調査委員会，2008）。

犀川左岸で撓曲する低位段丘面の断面（東郷ほか，1998）

極浅層反射断面解釈図（富山県，2000）

地形断面位置（東郷ほか，1998）
極浅層反射法探査測線

（富山県，2000）



○森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）のいずれが主断層であるかは明確に判断できないことから，断層モデルについては，森本・富樫断
層帯と砺波平野断層帯（西部）のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

3.2-23-6

森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の地下深部形状
（森本・富樫断層帯が主断層の場合）
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森本・富樫断層帯と砺波平野断層帯（西部）の地下深部形状
（砺波平野断層帯（西部）が主断層の場合）
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【断層モデルの設定方法】



補足資料３．２－２４

砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の
連動の検討データ

連動の検討結果

3.2-24-1



（1） 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動の検討結果

検討内容 検討結果

地
形
及
び
地
質
構
造

文献調査

①地震調査委員会（2004b，2008）は，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別の起震断層として設定している（補足資料3.2-24
（2）P.3.2-24-3）。

断層面の傾斜方向，
ずれの向き

②地震調査委員会（2008）は砺波平野断層帯（西部）について北西傾斜（45～50°（中角））の逆断層としているのに対し，地震調
査委員会（2004b）は御母衣断層について高角傾斜で左横ずれを主体とする断層としており，傾斜方向や変位センスが異なる
（補足資料3.2-24（2）P.3.2-24-3）。

地球物理学的調査 重力異常分布
③村田ほか（2018）のブーゲー異常図と断層との関係を確認した結果，砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，連続的
な重力異常急変部が認められる。また，御母衣断層の中～南部や，北部の一部区間において，重力異常急変部が認められる。
しかし，両断層間において，重力異常急変部は連続しない（補足資料3.2-24（3）P.3.2-24-4）。

総合評価

・砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動を考慮した文献はない（①）。
・砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層は，断層面の傾斜方向が異なる（②）。
・砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層は，断層の変位センスが異なる（②）。
・重力異常分布からは，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動が想定されるような連続する構造は認められない（③）。

［評価結果］
・以上のことから，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層は同時活動しないと判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

3.2-24-2

青字：連動しない可能性を示唆するデータ

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレースが並
走しないことから，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を行った。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

連
動
の
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討
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層
モ
デ
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の
設
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方
法

○連動の検討の結果，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別々の断層として設定すること
とする。



（2） 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動 －文献調査（断層面の傾斜・ずれの向き，地震調査委員会（2004b，2008））－

○砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の断層面の傾斜方向，ずれの向きを確認するため，文献調査を行った。
○地震調査委員会（2004b，2008）は，砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層を別の起震断層として設定している。
○地震調査委員会（2008）は砺波平野断層帯（西部）について北西傾斜（45～50°（中角））の逆断層としているのに対し，地震調査委員会（2004b）は御母衣断層につ
いて高角傾斜で左横ずれを主体とする断層としており，傾斜方向や変位センスが異なる。

位置図（地震調査委員会（2004b，2008）を修正，加筆

砺波平野断層帯（西部）

御母衣断層

U
D

U
D

U：隆起側
D：沈降側

横ずれ方向

志賀原子力発電所

右図範囲

30km

0 50㎞

位置図

3.2-24-3



○砺波平野断層帯（西部），御母衣断層の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○村田ほか（2018）のブーゲー異常図と断層との関係を確認した結果，砺波平野断層帯（西部）のうち，石動断層に沿って，連続的な重力異常急変部が認められる。
○また，御母衣断層の中～南部（主に白川断層，三尾河断層に対応）や，北部（加須良断層に対応）の一部区間において，重力異常急変部が認められる。
○しかし，両断層間において，重力異常急変部は連続しない。

（3） 砺波平野断層帯（西部）と御母衣断層の連動 －重力異常分布（村田ほか，2018）－

ブーゲー異常図（村田ほか，2018）を修正，加筆

地震調査委員会(2004b，2008)トレース

都市圏活断層図(堤ほか，2003，2008; 後藤ほか，2015，
2019，2020；中埜ほか，2020)トレース

砺波平野断層帯（西部）

20㎞

御母衣断層

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変部
が認められる

重力異常急変
部が認められる

志賀原子力
発電所

右図範囲
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位置図

100km

両断層間において
重力異常急変部は
連続しない

3.2-24-4



補足資料３．２－２５

砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の
連動の検討データ

連動の検討結果

3.2-25-1



（1） 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討結果

3.2-25-2

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査

①後藤ほか（2015）は，射水断層の北東端を最も長く図示している。また，後藤ほか（2020）は，高清水断層の南西端を最も長く図示して
いる。⇒当社は，上記の端部から，砺波平野断層帯（東部）の断層長さを約30kmとしている（補足資料2.7-4（1）P.2.7-4-2）。

②富山大学・地域地盤環境研究所（2011）は，呉羽山断層帯の北東端を最も長く図示している。また，地震調査委員会（2008）は，呉羽山
断層帯の南西端を最も長く図示している。⇒当社は，上記の端部から，呉羽山断層帯の断層長さを約35kmとしている（第1193回審査
会合 資料2-2 補足資料2.7-2（1）P.2.7-2-2）。

地球物理学的調査 反射法地震探査
③反射法地震探査の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地下深部における切り合い関係は確認できない（補足資料3.2-25
（2）P.3.2-25-3）。

断層の活動履歴 平均変位速度
④地震調査委員会（2008）によれば，砺波平野断層帯（東部）の平均変位速度は0.3-0.4m/千年程度（上下成分），呉羽山断層帯の平均
変位速度は0.4-0.6m/千年程度（上下成分）である（補足資料3.2-25（3）P.3.2-25-5）。

総合評価

・砺波平野断層帯（東部）の長さは約30km，呉羽山断層帯の長さは約35kmであり，断層長さはほぼ同程度である（①，②）。
・砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地下深部における切り合い関係は確認できない（③）。
・文献調査の結果に基づく平均変位速度を比較した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の平均変位速度は同程度である（④）。

［評価結果］
・検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯のいずれが主断層であるかは明確に判断できないことから，断層モデルについて
は，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯については，地表での断層位置・形状を確認した結果，断層トレースが並
走することから，3.1節の「当社の連動評価の検討方法」に基づき，地下深部の断層形状・位置関係の検討を行った。検討結果は以下の通り。

【砺波平野断層帯（東部）】
・地震調査委員会（2008）及び文科省ほか（2015）によれば，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜（約30°）の逆断層である（補足資料3.2-25（2）P.3.2-25-3）。

【呉羽山断層帯】
・地震調査委員会（2008）によれば，呉羽山断層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層である（補足資料3.2-25（2）P.3.2-25-3）。

⇒砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は並走して分布し，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜，呉羽山断層帯は北西傾斜で，断層面の傾斜方向が異なり，地下（EL-4km付近）で収斂
する位置関係にある（補足資料3.2-25（3）P.3.2-25-6）。

＜地下深部の断層形状・位置関係の検討＞

＜いずれが主断層であるかの検討＞

○地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は主断層－副断層の関係にあると判断したことから，いずれが主断層
であるかの検討を行った。検討結果は以下の通り。

評 価
・地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は並走して分布し，地下で収斂する位置関係にあることから，主断層
－副断層の関係にあると判断される。
・したがって，いずれか一方の断層は地下深部に連続せず，一方の断層のみが震源断層として活動すると判断されることから，両断層の連動を考慮しない。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の
設
定
方
法

・なお，地震調査委員会（2008）は，砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯を別の起震断層として設定している（補足資料3.2-25（2）P.3.2-25-4）。



（2） 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討 －地下深部の断層形状・位置関係の検討－

反射法弾性波探査断面（富山県，1997）

反射法弾性波探査測線
（富山県，1997）

反射法地震波探査断面（文科省ほか，2015を編集）

反射法地震波探査測線（文科省ほか，2015）

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

3.2-25-3

○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯について地表での位置・形状を確認した結果，断層トレースが並走する関係にあることから，地下深部の断層形状・位置関係
の検討を行った。

○文献調査の結果，砺波平野断層帯（東部）は南東傾斜（約30°）の逆断層，呉羽山断層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層であり，両断層は地下（EL-4km付近）で収
斂する関係にある。

○また，両断層付近の反射法地震探査断面からは，両断層の地下深部における切り合い関係は確認できない。

・地震調査委員会（2008）は，地質構造，変位地形から，砺波平野断層帯東部は南東傾斜の逆断
層と推定している。また，砺波平野断層帯（東部）の傾斜角は不明であるが，文科省ほか（2015）
の反射法地震波探査断面（右上図）に示された高清水断層の傾斜角を測定し，図の縦横比に
基づいて補正した値は約30°となる。
・地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）が実施した反射法地震探査結果などから，呉羽山断
層帯は北西傾斜（約45°）の逆断層と推定している。

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

呉羽山断層帯

砺波平野断層帯（東部）
【地震調査委員会(2008)，文科省ほか（2015）】



○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2008）は，砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯を別の起震断層として設定している。

（2） 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の連動の検討 －文献調査（地震調査委員会，2008）－

志賀原子力
発電所

砺波平野断層帯東部と呉羽山断層帯の位置関係概略図
（地震調査委員会（2008）に一部加筆）

3.2-25-4



高清水断層を横断する低位段丘面の地形縦断図（富山県，2000）

○地下深部の断層形状・位置関係の検討の結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯は主断層－副断層の関係にあると判断したことから，
いずれが主断層であるかの検討を行った。

○文献調査の結果に基づく平均変位速度を比較した結果，砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の平均変位速度は同程度である。

・富山県（2000）によれば，砺波市の庄
川左岸にあたる井波地点において，姶
良Tn火山灰（約2万8千年前）を挟む低
位段丘Ⅳ面が高清水断層によって約
7m変位していることから，段丘の離水
時期を約2万-2万5千年前とすると，そ
の平均上下変位速度は0.3-0.4m/千年
となる（地震調査委員会，2008）。

3.2-25-5

地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）のボーリング調査結果等から，以下のように推
定している。
・断層を挟んだ桃色凝灰岩（約63万年前の年代値が得られている）の標高差を求めると，
少なくとも255m程度となる。
・断層の西側の桃色凝灰岩が下位の地層と同様に褶曲変形を受けているとした場合に
は，断層を挟んだ桃色凝灰岩の標高差は最大375m程度と計算される。
・以上の断層を挟んだ桃色凝灰岩の標高差255-375m程度を断層による上下変位量とす
ると，その年代値から平均上下変位速度は0.4-0.6m/千年程度と求められる。

呉羽山断層帯

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

位置図
(活断層図(都市圏活断層図)(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内

ほか，2019; 田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆)

地震調査委員会(2008)トレース

活断層図（都市圏活断層図）
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

砺波平野断層帯（東部）

ボーリング調査地点
（富山県，1997）

○地震調査委員会（2008）は，富山県（2000）が砺波市の庄川左岸にあたる井波地点で実施した地形調査結果等を踏まえ，砺波平野断層帯東部
の平均上下変位速度を0.3-0.4m/千年程度と推定している。

○地震調査委員会（2008）は，富山県（1997）が呉羽山丘陵で実施したボーリング調査結果等を踏まえ，呉羽山断層帯の平均上下変位速度を0.4-
0.6m/千年程度であった可能性があるとしている。

【平均変位速度（地震調査委員会，2008）】

地形断面（A-A’）位置（富山県，1997）

地形断面（B-B’）位置
（富山県，1997）

（3） 砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の断層モデルの設定方法 －いずれが主断層であるかの検討－



○砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯のいずれが主断層であるかは明確に判断できないことから，断層モデルについては，砺波平野断層帯
（東部）と呉羽山断層帯のそれぞれが主断層となるケースを個別に設定することとする。

3.2-25-6

砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地下深部形状
（砺波平野断層帯（東部）が主断層の場合）
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砺波平野断層帯（東部）と呉羽山断層帯の地下深部形状
（呉羽山断層帯が主断層の場合）
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【断層モデルの設定方法】
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